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１。はじめに

直接的土砂災害には，土石流災害，がけ崩れ

災害，および地すべり災害がある。これらの

災害を予測するということは,①いつ(時問)，

②どこで(場所)，③どの程度(規模)の災害

が起こるかを，前もっておしはかることであ

るが，この全ての項目を満足する予測を行う

には，まだ，調査研究が不足している。現在

までの状況は，場所については，都道府県を

中心に危険地域として，ある程度以上の外力

があった場合，土砂災害の起る可能性のある

地域を注出する調査が行 われている。 ただ

し，全ての地域を調査対象とすると膨大な作

業量となるため，被害対象( 例えば人家戸数

等)を限って調査している場合が多い。また，

規模については，その予測は難しく，研究を

継続中である。時間に関しては，土砂が動き

出す前駆現象をとらえ，土砂災害直前に予測

を行う場合と，災害の誘因となる降雨状況か

ら災害の発生を予知する場合が考えられる。

前者については，地すべりを対象に実用化さ

れて來ているが，土石流，がけ崩れに対して

は，調査段階である。後者については，現在，

土石流に対して積極的に検討を進めており，

一部で実用を開始している。がけ崩れについ

ても，警戒，避難基準雨量の検討を続けてい

る。

ここでは，土石流に対する警戒，避難基準

雨虻を中心にした発生予知システムについて
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述べるとともに，がけ崩れに対する基準雨量

調査の状況についても触れる。

２。土石流発生予知システム

2.1 土石流警戒・避難システム

最初に，降雨による土石流発生予知システ

ムの位置付けについて述べる。図１に示した

ように，この土石流発生予知システムは，土

石流に対して関係住民がスムーズな避難を行

うための，土石流警戒・避難システムの一部

に組み込まれるものである。この土石流警

戒・避難システムは，土石流発生の危険性に

関する情報を収集し，責任者にその情報を与

え，責任者の判断を含めた情報を関係住民に

伝達するという，人間，組織を含めたシステ

ムとして考えられ，現在，総合土石流対策モ

デル事業に指定された地区において整備され

つつある(表参照)。ここで，図１に示したも

のは当研究室として検討している案であり，

図一１　土石流警戒避難システム概要図



写真一1　土石流発生予知システム（雨量測定部）

表　総合土石流対策モデル事業モデル地区一覧

事業別 モデル地区 担当事務所又は県 開始年度

直轄砂

防事業

上　高　地

中 津 川 市

神　戸　市

桜　　　島

札　幌　市

日　光　市

富 士 宮 市

補助砂

防事業

鳥　　　 海

神　津　島

王　　　 滝

日　本　平

浦　　　 神

秋　田　県

東　京　都

長　野　県

静　岡　県

和 歌 山 県

地域特性等も考慮すれば，これ以外にも様々

なパターンがあると考えられる。この中で，

土石流発生予知システム（建設省では土石流

発生監視装置と呼んでいる）は，土石流発生

に関する重要な情報源のーつとして位置付け

られる。

2.2 土石流発生予知システム

土石流発生予知システムの構成を図２に示

す。まず，対象渓流に設置した雨量計からの

雨量情報を，マイクロコンピュータにあら

かじめ設定してある解析方法にて解析し，１

時間後ないし，２時間後の土石流発生の危険

性を予知する。そして，その予知情報を責任

者に伝えるまでがこのシステムの一連の流れ

である。この流れのうち，解析の部分で１時

写真一２　土石流発生予知システム（雨量解析部）

山以

図一２　土石流発生予知システム概要図

間，２時間後の危険度を予知する際に，現在

のところ既往最大雨量を見込んで予知してい

るが, 近年のレーダ雨量計，アメダス情報等，

広域雨量情報の収集手段の発達に鑑み，短時

間降雨予測値の導入も考え始めている。

次にこのシステムの中心部分である，解析

方法について説明する。

2.3 土石流発生警戒・避難基準の設定と運

用

建設省河川局砂防部では，昭和59年に総合

土石流対策の一環として,｢土砂災害に関する

警報の発令と避難の指示のための降雨量設定

指針(案)｣ を作成して，都道府県，市町村に，

土石流に対する警戒・避難体制の整備，拡充

を促している。ここでは，この指針( 案) の

うち，Ａ方式と呼ばれる方式について述べる

こととする。この方式では，図３に示したよ

うに，まず，横軸に実効雨量と呼ばれる雨量

(ひとまとまりの辿続雨量にその２週間程度以

－ ４－



内に降った雨を逓減評価した値を加えた雨

量）を取り，縦軸に１時間雨量強度を取った

２次元平面上に，過去の土石流発生時点降雨

と土石流の発生しなかった主な降雨の最大時

間雨量の点をプロットする。ただし，横軸実　　50

効雨量は，土石流発生時点あるいは最大時闘

雨量時点の１時間前の値を取っており，×印

（非発生雨量）あるいは○印（発生雨量）に

至る降雨の軌跡は，横軸に１時間前までの実

効雨量分進み，最後の１時間に縱軸方向に進

むというものである。この方式でプロットさ

れた点の分布を判断して、発生、非発生を分

離する線（ＣＬ）をひき，最後の１時間に既往

最大１時間雨量（ＲＨＩＭ）が降るとして求め

た危険予知線が，避難基準線（ＥＬ）である。

また, 既往最大２時間雨量を用いて，このＥＬ

から安全な領域に引き戻した線を警戒基準線

（ＷＬ）としている。指針（案）では，このWL

に達した時点で，警戒の情報を伝えることと

し，ＥＬ に達した時点で, 避難の情報を伝える

こととしている。しかし，実際のところは，

次の１時間に既往最大１時間雨量が降ること

は非常に稀で，空振りに終わるヶ一スが多く

なってしまう。空振りは，既往最大１時悶雨

量値が大きいほど多くなるため，運用上確率

時間雨量を用いてＥＬ を設定している場合 も

ある。しかし，やはり既往最大降雨が降らな

いとは言い切れないため，危険が伴う。そこ

で今後最も有効となるのが，１時間降雨予洲

値の導入である。

2.3 短時間降雨予測値の活用

短時間降雨予測により，今後１時間の降雨

量が予測できるとすると，基準雨量の運用は

図４に示すように，ＥＬ を越えた時点で も次

の１時問後にＣＬ に達するかどうかの判断が
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図一 ３　 Ａ方 式 のWL ・ ELの 設定 例

○の時点から １時間後の予測点かＯ心で、

Ｏ点がＣＬに触れたときが避曜となる。

（ Ａ 図 ） 予 測値 がＣＬに 達 し な い 例

有効雨量蝕瞳

（a／H）　　EL

尖効心 眦 ひ月

○の時点から１時間後の予測点がＣ点で，

○点がＣＬに触れたときが避難.となる，
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〔Ｂ図〕予測値がＣＬに達した洌

図一４　短時間降雨予測を取り入れたＡ方式

可能となり，より現実に合った運用が可能と

なる。また既往最大を越えるような降雨に対

しても対応できるようになる。

ただし，ここで使用する短時間降雨予測値

は，次の１時間の最大値を予測したものであ
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り，特に災害の発生し易い集中豪雨時に，予

測できるものでなくてはならない。現在，ア

メダスデータやレーダ雨量計端末を使用し

た，簡易な１時間降雨予測手法を開発中であ

る。

2.4 土石流発生予知システムの導入状況

図１で示した土石流警戒・避難システムは

将来的な計画図であり，モデル事業地域で検

討中である。しかし，土石流発生予知システ

ムは単独で製品化されており，導入が徐々に

図られている。先に挙げた，直轄砂防事業に

おけるモデル事業指定区域の７事業所では既

に予知システムは導入されており，そのスム

ーズな運用の試行を行っている。補助事業に

よるモデル事業は，昭和61年度からの実施で

あるため,まだシステムの導入に至っていな

いが,他の県で, 自主的に導入している所があ

り,導入した県は10 県を上回っている。特に昭

和57年に大災害を経験した長崎県は，昭和60

年度末までに40 基を設置しており，住民の避

難も実際に行われている。ただし，これら導

入したシステムの多くはサイレン直結式のも

ので，基準に達すると地区住民にサイレンで

知らせる仕組となっている。

３。がけ崩れ警戒・避難基準雨量

がけ崩れについて も，がけ崩れに対する警

戒・避難基準雨量が設定できないと，予知シ

ステムが成り立たないと考えられる。しかし，

がけ崩れ災害の場合，降雨が非常に少ない時

にでも発生することがあり，災害の発生と非

発生を分離する線を設定し難いという問題が

ある。土石流と同じように災害発生下限値に

予知線を設けると，空振りとなる場合が多く

なりすぎ運用し難くなる。そこでこの下限に

相当する雨量は避難準備雨量（気象でいう“注

意報”的なもの）として取り扱うことが，実

用的とも考えられる。現在，空振り頻度を０

に近づける降雨指標の検討 が続けられてい

る。

４。まとめ

土砂災害予知システムについて，その周辺

の話題も含めて述べてきたが，災害形態によ

って対応の仕方が相当に違うことがわかるか

と思う。しかし，住民としては，土砂災害を

一つのものとしてとらえている場合が多いと

考えられる。そういった理由から，できれば，

土石流，地すべり，がけ崩れに対して統一し

た基準で避難体制がとれる検討を行う必要が

あるが，現象が相当に異なるため，困難な状

況である。 もちろん長崎災害のように非常に

大きな外力が加われば，どんな形態でも土砂

は移動を開始する訳で，同時に体制をとるこ

とができる。しかし, 外力が小さい場合には，

土砂移動現象によって危険度が相当に異なり，

特に避難行鈿をとる場合の空振り頻度が，予

知システム自体の命運を決めてしまうことを

考えると，別の基準で考えざるを得ない。別

々の基準で多少煩雑になっても的確な予知予

測がなされれば，納得できる ものと思う。こ

のため，今後とも，土砂移動の機構と過程を

解明し，予知，予測精度を上げる努力を続け

ることが必要である。
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